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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を
確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 当社及び子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(a)　当社取締役は、会社経営に関する重要事項および業務執行状況を当社の取締役会に報告して情
報の共有化を図り、それに関する意見を交換することにより、取締役会による取締役の業務執行
の監督を充実させる。

(b)　当社の取締役会は、取締役会規程に従い取締役会に付議された議案が十分審議される体制をと
り、会社の業務執行に関する意思決定が法令および定款に適合することを確保する。また、当社
の取締役または使用人が、子会社の取締役、監査役どちらか１名を兼務することで、子会社の業
務の状況を把握し、当社へ報告すべき事項を報告することにより、子会社取締役の職務の執行に
係る事項の当社への報告に関する体制を整備する。

(c)　当社及び子会社の取締役を含む役職員は、職務を遂行するにあたり遵守すべき行動基準として
の企業理念のほかコンプライアンスに関連する諸規程や体制を整備し、法令及び定款の遵守なら
びに浸透を図る。また、役職員に対して、重大な不祥事・事故について速やかに周知するほか、
必要な教育を実施する。

(d)　当社の内部監査グループは、コンプライアンス体制が有効に機能しているかを定期的に監査
し、その結果を取締役会に報告する。

(e)　「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」に基づき市民社会の秩序や安全に脅
威を与える反社会的勢力および団体とは一切の関係を持たず、毅然とした態度で対応する。

② 当社取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(a)　当社取締役の職務執行に係る文書、その他重要な情報については、法令および社内規則に則り
作成、保存、管理する。

(b)　「株主総会」「取締役会」「経営会議」、その他の重要な会議における意思決定に係る情報、
当社代表取締役社長その他の重要な決裁に係る情報ならびに財務、その他の管理業務、リスクお
よびコンプライアンスに関する情報について、法令・定款および社内規程等に基づき、その保存
媒体に応じた適切かつ確実な検索性の高い状態で保存・管理することとし、必要に応じて閲覧可
能な状態を維持する。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(a)　当社は、当社及び子会社の法令遵守やリスク管理についての徹底と指導を行う。組織としてコ
ンプライアンス委員会および内部監査グループを設置し、リスクの状況把握・監視を行い、当社
の取締役会に対してリスク管理に関する事項を報告する。また、緊急事態発生時に必要な社内の
連絡体制を整備するほか、緊急事態への対処のため迅速な判断及び指示が必要なときは危機対策
本部を設置して、当社及び子会社の役職員に対し必要な指示および命令を行い、危機対策本部の
下で連携協力して対処する。

(b)　子会社は、その業態やリスクの特性に応じてリスクマネジメントを推進する体制を整備し、適
切にリスクマネジメントを実施する。当社は、子会社のリスクマネジメント全般を把握し、横断
的に取り組むべきリスクについて、必要な推進体制を整備する。
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④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(a)　当社及び子会社の取締役会は権限分配を含めた効率的な業務遂行システムを構築し、職務執行
の効率化・迅速化を図る。

(b)　当社の取締役会は、中期経営計画を設定し、代表取締役社長、取締役がその達成に向けて職務
を遂行した成果である実績を管理する。

(c)　当社は、取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務の執行状況に
ついて報告を行い、取締役の職務の執行について監視・監督を行う。また、職務の執行が効率的
に行われることを補完するため、関係する取締役、執行役員参加のもと経営に関する重要事項に
ついて協議する経営会議を毎月１回以上開催する。

⑤ 当社及び子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(a)　当社及び子会社の使用人は、職務を遂行するにあたり遵守すべき行動基準としての企業倫理の
ほかコンプライアンスに関する行動規範を定め、コンプライアンスに関し法令等に違反する事案
を発見した場合にはこれを看過することのないよう、相談・通報窓口を設ける。

(b)　適宜コンプライアンス研修を実施し、法令および定款の遵守ならびに浸透を図る。
(c)　反社会的勢力に対しては断固たる行動をとることを周知徹底し、一切の関係遮断に向けた取組
を推進する。

⑥ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(a)　当社は、関係会社管理規程を制定し、当該子会社の性質（上場・非上場、国内・海外、当社の
出資比率等）及び規模等に応じ、業務の適正を確保する体制を構築する。また、当社に子会社管
理の担当部署を置き、子会社の自主性を尊重するとともに、事業内容の定期的な報告と重要な案
件についての事前協議を行う。

(b)　業務活動の適正性を監査する目的で、当社代表取締役直轄の内部監査グループを当社に設置
し、当社及び子会社に対する監査を行う。主要な子会社においても、当該子会社の性質（上場・
非上場、国内・海外、当社の出資比率等）及び規模等に応じて内部監査機能を設置し当社の内部
監査グループと連携して、部門及び子会社に対する監査を行う。

(c)　当社の財務報告を統括する部門は、各子会社の財務情報の適正性を確保するための指導・教育
を推進する。

(d)　子会社に関する当社の経営に重要な影響を及ぼすリスクは、事業内容や規模に応じて必要なリ
スク管理体制の整備を行い、職務遂行に伴うリスク企業集団内でリスクが顕在化しないようリス
クの一層の低減を図る。

⑦ 当社監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項

　当社監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役の業務が適切に行
われるよう対応することとする。

⑧ 上記⑦の使用人の当社取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する監査役の指示の実
効性の確保に関する事項
(a)　当該使用人の任命・評価・異動については、当社監査役の意見を尊重して行う。
(b)　当該使用人は当社監査役の指揮命令に従うものとする。
(c)　当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、当社監査役の業務を優先して従事するものと
する。
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⑨ 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関
する体制

(a)　当社の取締役及び使用人は、業務上の事故その他業務運営に影響を及ぼすと認められる重大な
事項について速やかに当社監査役に報告を行うとともに、適時適切な情報提供を実施する。ま
た、法令違反その他のコンプライアンスに関する事案についての相談・通報内容についても、当
社監査役に報告する体制を確保する。

(b)　子会社の取締役及び使用人は、子会社の業務運営に影響を及ぼすと認められる重大な事項につ
いて速やかに当社に報告し、その報告を受けた当社の担当部門は、当社監査役に報告する。

(c)　当社監査役に報告を行った者に対しては、当該報告を理由とした不利益な取扱いをしない。ま
た、当社及び子会社において、相談・通報窓口に相談等を行った者に対しては、不利益な取扱い
をしない旨を定め、実効性を確保する。

⑩ 当社監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につい
て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役の職務の執行に必要な費用又は債務は当社が負担し、監査費用の前払い等の請求があった場
合は、速やかに当該費用の支給を行うものとする。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
(a)　当社監査役は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行い、監査上の重要課題について意思疎
通を行うものとする。

(b)　当社監査役は、必要に応じて会計監査人等外部の専門家と意見および情報の交換を行うことが
できるものとする。

(c)　当社内部監査グループは、「内部監査規程」に則り監査が実施できる体制を整備し、当社監査
役との相互連携を図る。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①　取締役の職務執行について

取締役会規程や社内規程に基づき、取締役が法令並びに定款に則って行動するように徹底してお
ります。当事業年度においては、取締役会を15回開催し、各議案においての審議、業務執行の状
況等の監督を行い、活発な意見交換がなされており、意思決定及び監督の実効性は確保されており
ます。
また、常勤取締役、執行役員及び常勤監査役で構成された経営会議を毎月１回以上、開催してお

ります。経営会議は、各部門間における情報共有及び意見交換の場として機能し、活発な議論を行
っております。経営会議の内容は取締役会に共有しております。

②　監査役の職務執行について
監査役は当事業年度においては、監査役会を13回開催し、監査役会において定めた監査計画に
基づいた監査を実施しております。また、取締役会等、重要な会議への出席や、代表取締役社長、
会計監査人並びに内部監査グループとの間で定期的に情報交換等を行うことで、取締役の職務執行
の監査、内部統制システムの整備並びに運用状況の確認をしております。

③　リスク管理体制について
当社は、持続的な成長を確保するためにリスク管理規程を定め、経営に重大な影響を及ぼすリス
クを的確に認識・評価するとともに、リスクに適切に対処し、ステークホルダーを含む社会や当社
の経営への影響を最小限に留めることを行動の基本としております。コーポレート本部が主管部署
となり、各部門との情報共有を行うことや、弁護士、公認会計士、税理士、社会保険労務士等の外
部専門家の助言を受けられる体制を整えており、リスクの早期発見と未然防止に努めております。
また、想定されるリスクを洗い出し、それぞれのリスクの経済的損失・人的損失や社会的信用低下
など影響力と発生頻度を評価し、対策に反映させております。

④　コンプライアンスについて
当社は、コンプライアンス規程を定め、取締役及び従業員全員がコンプライアンスの担い手とし
て、当社行動指針に則りコンプライアンスの推進に取り組んでおります。また、これらの者がコン
プライアンスを実践する手引書として「コンプライアンス・マニュアル」を作成するとともに、遵
守すべき法令や社内規程等に関する研修を定期的に実施し、コンプライアンスを重視する企業文
化・理念の徹底を図っております。コンプライアンス推進のために、コンプライアンス担当責任者
を定め、コンプライアンス委員会を組織し、運営を行っております。法令や社内規程等に違反する
行為、又はその恐れのある行為への迅速かつ適切な対処を図るため、通常の報告ルートに加え、内
部通報窓口を設置し、窓口として業務執行者でない常勤監査役及び外部窓口として顧問弁護士を設
定しており、社内外の報告・通報・相談を受け付けております。同時に、顧客や求職者情報を保護
するとともに、機密情報その他の情報を適切に管理するため、個人情報保護規程を定めプライバシ
ーマークを取得しております。内部監査の実効性を確保するため、内部監査規程を定め被監査部門
とは独立した内部監査グループを設置しております。内部監査グループは年度ごとに策定する内部
監査方針及び内部監査計画に基づき、当社のすべての業務を対象とした内部監査を適切に実施し、
必要に応じて対象部署に対して改善を指示しております。内部監査結果及び改善状況等を定期的に
代表取締役社長に報告しております。
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連結株主資本等変動計算書
　当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であり、また、連結子会社であるきゅういち株式会社の決算日は８月31
日であります。ただし、当該連結子会社の取得日(設立日)である2022年10月３日から連結決算日である2022年11月
30日までに決算を迎えていないことから、当連結会計年度においては連結子会社の設立日の貸借対照表のみを連結して
いるため、連結株主資本等変動計算書は作成しておりません。
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建物 ８年～15年
機械装置及び運搬具 ２年～10年
工具、器具及び備品 ４年～10年

商標権 10年
自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間(主として５年)

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社
・主要な連結子会社の名称 きゅういち株式会社

② 非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 ＰＲＯＪＥＣＴ　Ａ株式会社
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、合計の総資産および利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しております。

⑵ 持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
当連結会計年度は連結計算書類の作成初年度であり、また、連結子会社であるきゅういち株式会社の決算日は

８月31日であります。ただし、当該連結子会社の取得日(設立日)である2022年10月３日から連結決算日である
2022年11月30日までに決算を迎えていないことから、当連結会計年度においては連結子会社の設立日の貸借対
照表のみを連結しており、連結経営成績については記載を省略しております。

ただし、10月３日から連結決算日11月30日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整
を行っております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
・関係会社株式 移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品及び製品 総平均法
・原材料及び貯蔵品 総平均法
（連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

② 固定資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下になります。

ロ. 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下になります。

③ 重要な引当金の計上方法
イ. 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担す
べき金額を計上しております。
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④ 重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主なサービスにおける履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点は以下の通りです。

イ．人材紹介サービス
顧客である求人企業に対して、求職者の紹介を行っており、求職者が求人企業に入社した時点で収益を認

識しております。なお、顧客から受け取った又は受け取る対価のうち、将来返金されると見込まれる収益の
額として、売上高に返金実績率を乗じた額を返金負債に計上しております。

ロ．求人広告サービス
主として顧客である求人企業に対して、当社が運営する求人サイトへの広告掲載サービスを提供してお

り、掲載開始時点で収益を認識しております。一部プランについては、契約期間に応じて収益を認識してお
ります。なお、サービス提供前に顧客から対価を受け取った場合には契約負債を認識しております。

ハ．スカウトサービス
主として顧客である求人企業に対して、当社が運営するスカウトサービスを利用できる権利を顧客企業に

提供しており、サイトの利用開始時点から契約期間に応じて収益を認識しております。また、付随するオプ
ションについては付与時もしくは利用開始時に収益を認識しております。なお、サービス提供前に顧客から
対価を受け取った場合には契約負債を認識しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）
及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を当連結会計
年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受
け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお
りますが、繰越利益剰余金へ与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会
計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新
たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連結計算書類等に与える影響はありませ
ん。

また、「５.金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項の注記を記載
しております。

３. 会計上の見積りに関する注記
　（繰延税金資産の回収可能性）

⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産　　24,977千円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法

将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積り及びタック
ス・プランニングに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

② 主要な仮定
将来の課税所得の見積りは、事業計画を基礎として行っており、そこでの主要な仮定は、HR事業における

案件数（商談数又は紹介数）及び単価（成約単価及び紹介単価)であります。
案件数及び単価の見積りにあたっては、求人倍率の動向等、市場の動向を勘案しつつ、当社が用いている

内部の情報（過去における売上の達成状況等）を総合的に勘案し見積っております。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 44,939千円

当連結会計年度末
（2022年11月30日）

当座貸越契約の総額 550,000千円
借入実行残高 530,000千円
差引額 20,000千円

当連結会計年度末
（2022年11月30日）

定期預金 61,638千円

翌連結会計年度以降、将来の事業計画に影響を与える新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は、完全
な収束の時期は見込めない状況にあるものの、ワクチン接種の効果が表れ、消費経済活動は徐々に回復軌道
に向かうものと考えております。

③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響
当該見積りは、COVID-19の収束時期や将来の不確実な経済条件の変動等により、実際に発生した利益及

び課税所得の時期並びに金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金
資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記

⑵ 有形固定資産の減損損失累計額
連結貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。

⑶ 当座貸越契約
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関３行と当座貸越契約を締結しております。
これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

⑷ 担保に供している資産

(注)きゅういち株式会社において事業を行うための営業保証金として定期預金を預けております。

５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　主に、人材サービスを行うために必要な資金を調達しております。資金運用については短期的な預金等に限定
し、必要資金については銀行からの借入又は第三者割当増資による調達を行う方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金、及び未収入金は、取引先の信用リスクに晒されております。敷金は建物賃貸借契約等
に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。営業債務である未払金は、全てが１年以内の支払
期日であります。
　借入金は、主に運転資金の調達を目的としたものであり、返済日は最長で決算日後14年であります。借入金に
ついては、金利の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
　当社は、営業債権である売掛金、及び未収入金について、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財
政状況等の悪化等による回収懸念の早期把握を行うことでリスクの軽減を図っております。また、敷金につい
て、差入先の信用状況を定期的に把握することでリスクの軽減を図っております。
　営業債務である未払金について、手元流動性を維持すること等により、流動性リスクを管理しております。ま
た、借入金については、定期的に残高と金利の動向を把握し、必要に応じて資金繰り計画を作成するとともに、
手元流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含ま

－ 8 －



（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

敷金 23,480 23,218 △262

資産計 23,480 23,218 △262

長期借入金（注２） 596,660 562,670 △33,989

負債計 596,660 562,670 △33,989

区 分
時 価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

①　敷金 －千円 23,218千円 －千円 23,218千円

資産計 － 23,218 － 23,218

②　長期借入金 － 562,670 － 562,670

負債計 － 562,670 － 562,670

れております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに
より、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2022年11月30日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

(注)１．「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「短期借入金」「未払金」については、現金であること、
及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま
す。

２．長期借入金には「1年内返済予定の長期借入金」を含めております。

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類
しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す
るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(注)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債

（資産）
①　敷金

　建物の賃貸借契約時に差し入れている敷金であり、償還予定時期を見積り、安全性の高い長期の債券の利回
りで割り引いた現在価値を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（負債）
②　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

　元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して
おり、レベル２の時価に分類しております。また、期末日直近の借入れについては、当社の信用状態は実行後
大きく異なっておらず、時価と帳簿価額が近似値であることから、当該帳簿価額によっております。
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HR事業
人材紹介サービス 663,782千円
求人広告サービス 342,721千円
スカウトサービス 401,985千円
その他 93,590千円
顧客との契約から生じる収益 1,502,079千円

１株当たりの純資産額 434円01銭

６. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵ 収益を理解するための基礎となる情報
「１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記」の「重要な収益及び費用の計上基準」に記
載のとおりであります。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約負債の残高等

イ. 当期に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、64,971千円であ
ります。

ロ. 当期中の契約資産及び契約負債の残高の重要な変動がある場合のその内容
重要な変動はありません。

ハ. 履行義務の充足の時期が通常の支払時期にどのように関連するのか並びにそれらの要因が契約負債の残高に与
える影響の説明
契約負債は、主に、契約に基づく受託した業務（サービス）の履行に先立って顧客から受領した対価に関連
するものであり、契約に基づき履行した時点で収益に振替えられます。

②　残存履行義務に配分した取引価格
当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を使用し、残存履行義務に関す

る情報の記載を省略しております。

７. １株当たり情報に関する注記

（注）当連結会計年度は連結損益計算書を作成しておりませんので、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株
当たり当期純利益は記載しておりません。

８. その他の注記
（取得による企業結合）

当社は、2022年10月３日開催の取締役会において、当社がスポンサー契約を締結している株式会社久一米田商
店（以下「米田商店」）から、新設分割により設立されたきゅういち株式会社の全株式を取得して子会社化すること
を決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。当該株式譲渡契約に基づき、当社は同日付できゅういち株
式会社の全株式を取得し、子会社化いたしました。

⑴ 企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：きゅういち株式会社
事業の内容　　　：ホタテ・ホッケ・サバ等の冷凍加工業

② 企業結合を行った主な理由
当社は、「食の世界をもっと自由に、もっと笑顔に。」をコーポレートビジョンに新たに掲げ、食ビジネスの

変革支援会社として、人材支援に加えて、経営支援、事業再生支援を重点領域として、事業展開する計画で
す。

この計画の一環として、当社は、2021年８月20日に函館地方裁判所に民事再生手続開始の申立を行った米
田商店の事業再生支援の検討を行い、2022年５月26日に同社との間でスポンサー契約を締結し、当社が目指
す事業再生支援の取り組み第１号案件として、新会社の全株式を取得することといたしました。新会社は米田
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取得の対価 現金 126,659 千円
取得原価 126,659

流動資産 171,085千円
固定資産 118,641
資産合計 289,726
流動負債 －
固定負債 14,907
負債合計 14,907

商店の安定的な事業基盤をそのまま承継し、事業に必要な資産を承継する一方で、負債は承継せず、雇用を維
持しつつ更なる事業規模の拡大を目指すため、当社は、2022年10月３日の当社取締役会において本子会社取
得を決定いたしました。

③ 企業結合日
2022年10月３日（月）

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤ 結合後企業の名称
結合後企業の名称に変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

⑵ 連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間
被取得企業の決算日は連結決算日と異なっておりますが、決算日の差異が３ヶ月を超えないため、当該子

会社の決算数値を基礎として連結計算書類を作成しております。

⑶ 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

⑷ 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 負ののれん発生益の金額

148,159千円
② 発生原因

企業結合時における被取得企業の時価純資産額が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれん発生益と
して認識しております。

⑸ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
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（2021年12月 1 日から
2022年11月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

新株予約権 純 資 産 合 計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益
剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 684,853 677,853 677,853 △603,788 △603,788 △163 758,755 770 759,525

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（ 新 株 予 約 権
の 行 使 ）

59,290 59,290 59,290 118,580 118,580

当 期 純 利 益 161,893 161,893 161,893 161,893

自己株式の取得 △67 △67 △67
株主資本以外の
項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

16,412 16,412

当期変動額合計 59,290 59,290 59,290 161,893 161,893 △67 280,406 16,412 296,818

当 期 末 残 高 744,143 737,143 737,143 △441,894 △441,894 △230 1,039,161 17,182 1,056,343

株主資本等変動計算書
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
関係会社株式・・・移動平均法による原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下になります。

建物　　　　　　　　　　　８年～15年
工具、器具及び備品　　　　４年～10年

②　無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下になります。

商標権　　　　　　　　　　10年
自社利用のソフトウエア　　社内における利用可能期間（主として５年）

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を計上しております。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主なサービスにおける履行義務の内容及び当該履行義務を充足す
る通常の時点は以下の通りです。

①　人材紹介サービス
　顧客である求人企業に対して、求職者の紹介を行っており、求職者が求人企業に入社した時点で収益を認識し
ております。なお、顧客から受け取った又は受け取る対価のうち、将来返金されると見込まれる収益の額とし
て、売上高に返金実績率を乗じた額を返金負債に計上しております。

②　求人広告サービス
　主として顧客である求人企業に対して、当社が運営する求人サイトへの広告掲載サービスを提供しており、掲
載開始時点で収益を認識しております。一部プランについては、契約期間に応じて収益を認識しております。な
お、サービス提供前に顧客から対価を受け取った場合には契約負債を認識しております。

③　スカウトサービス
　主として顧客である求人企業に対して、当社が運営するスカウトサービスを利用できる権利を顧客企業に提供
しており、サイトの利用開始時点から契約期間に応じて収益を認識しております。また、付随するオプションに
ついては付与時もしくは利用開始時に収益を認識しております。なお、サービス提供前に顧客から対価を受け取
った場合には契約負債を認識しております。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 44,939千円

当事業年度末
（2022年11月30日）

当座貸越契約の総額 550,000千円

借入実行残高 530,000千円

差引額 20,000千円

新株予約権の行使による新株式の発行 110,000株

普通株式 7,021株

２．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を当事
業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に
受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお
りますが、繰越利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。

また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計
基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新た
な会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書類等に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
（繰延税金資産の回収可能性）

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 24,977千円

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。

４．貸借対照表に関する注記

⑵　有形固定資産の減損損失累計額
貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。

⑶　当座貸越契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関３行と当座貸越契約を締結しております。
　これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

5．損益計算書に関する注記
利子補給金
利子補給金は、金融機関から利子補給制度を含めた借入を行ったことにより発生したものであります。

６．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 普通株式 　2,742,691株

（変動事由の概況)

⑵ 当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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普通株式 145,090株

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 238,869千円
賞与引当金 10,994千円
減損損失 12,693千円
返金負債 917千円
資産除去債務 4,435千円
その他 7,261千円

繰延税金資産小計 275,171千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △238,869千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △8,396千円

評価性引当額小計 △247,266千円
繰延税金資産合計 27,905千円
繰延税金負債との相殺 △2,927千円
繰延税金負債の純額 24,977千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する資産 △2,927千円

繰延税金負債合計 △2,927千円
繰延税金資産との相殺 2,927千円
繰延税金負債の純額 －千円

種類 会社等
の名称

議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者等の
関係

取引
内容

取引
金額 科目 期末

残高

子会社 き ゅ う い ち
株式会社

所有
直接 100.0

資金の貸付等
役員の兼任 資金の貸付 100,000

千円
関係会社
短期貸付金

100,000
千円

⑴　１株当たり純資産額 379円86銭
⑵　１株当たり当期純利益 60円90銭

⑶ 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的となる株式の
種類及び数

7．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

8．関連当事者との取引に関する注記

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等
・資金の貸付は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。

９．収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「１.重要な会計方針に係る事項に関する注記　(4)重要な収益及び費用の
計上基準」に記載のとおりであります。

10．１株当たり情報に関する注記

11．その他の注記
（取得による企業結合）

連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。
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